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　大倉工業は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上に資する建設的な対話を目的とする株主、投資家との対話を促進します。

　① 株主との建設的な対話全般は、コーポレートセンターの担当取締役が統括し全体調整を図ります。
　②� �個人株主の対応窓口を総務・人事部、機関投資家等の対応窓口を財務・経営管理部と定め、対話の目的に応じて、代表取締役または取締役が面談

に対応するなど、円滑かつ効果的な対話の推進に努めます。
　③� �株主との建設的な対話を補助するために、コーポレートセンターの各部門及び各事業部門の責任者が相互に情報を共有し、有機的に連携しながら

対応します。
　④ 当社は、株主名簿管理人の協力の下に、随時当社の株主構造の把握に努めます。
　⑤� �当社は、定期的に機関投資家向けの決算説明会を開催するほか、個別対話や工場見学会、WEB会議等の多様な手段で対話に臨みます。
　⑥� �対話等に応じた取締役等は、対話を通じて得られた株主の関心、意見、懸念等を取締役会に報告し、取締役はその内容を共有します。
　⑦ 内部者取引防止規程に則り会社情報を管理し、インサイダー情報の漏えいを防止します。

　大倉工業は、全ての株主がその保有株式数に応じて平等であることを認識し、株主の権利が実質的に確保されるよう適切に対応するとともに、その権
利行使に必要な環境整備を行っています。具体的には、株式取扱規則に株主権の行使に係る手続きとその担当部署を定めています。また、英語版の当社
ホームページを作成するとともに、海外投資家が必要とする情報については、決算短信や決算説明会資料、サステナビリティレポート等を英訳して開示し
ています。

【対話時における主要トピックス】
　● 会社や事業の強み、製品詳細、シェア、競合、収益性、季節性、商流、市場動向
　● PBR（企業価値）向上の取組み、配当方針、政策保有株式の縮減の取組み
　● 中期経営計画（2024）及びNext10(2030)の進捗、成長ドライバー、研究開発
　● 非財務分野（サステナビリティ、人的資本投資）の取組み
　● 原材料価格、販売価格及び販売数量の動向
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株 主・投 資 家との 約 束

株主との建設的な対話に関する方針

株主の権利の確保

IRカレンダー

開催日 当社対応者 対象 参加者数

2023年2月
2023年8月

代表取締役社長執行役員、
取締役常務執行役員 他

機関投資家
アナリスト
金融機関
報道機関

87名

開催日 当社対応者 回数 延べ人数

2023年
1月〜12月

取締役常務執行役員、
財務・経営管理部長 他 38回 61名

2024年2月 決算説明会（WEB配信）

決算説明会 個別ミーティング

　大倉工業は、2030年のありたい姿として経営ビジョン「Next10(2030)」を掲げ、基盤事業の強化とともに、成長領域への積極的な投資を進めていま
す。しかし、PBRは1倍を大きく下回っています。この原因はROEが目標値である8％に達していないことに加え、当社の成長に向けた事業戦略、成長戦略
が、株主・投資家の皆さまから十分に理解を得られていないことにあると考えています。
　こうした現状認識を踏まえ、早期のROE8％以上の達成を念頭に、「事業戦略」「財務戦略」「非財務戦略」の各課題を解決することでPBR1倍以上を
目指します。事業戦略においては、収益力の強化を目的とした、最終年である中期経営計画（2024）の総仕上げ及び次期中期経営計画（2027）の策定
に取り組みます。
　財務戦略では、資本構成バランスの最適化を図り、資本効率性の向上に取り組みます。また、当社は、株主還元を経営上の最重要課題の一つと考え、
業績や事業の将来展開に必要な備えなどを総合的に勘案し、安定的な配当を行うことを基本方針とし、配当性向30％以上の継続を目指しています。安
定的な配当を基本に配当水準の更なる引き上げに努めるとともに、自己株式の取得が妥当と判断した場合には適時検討していきます。
　非財務戦略では、サステナビリティの推進と株主・投資家との積極的な対話を進めていきます。進捗状況につきましては、毎年取締役会にて検証を行
い開示することで経営に活かします。

資本政策に関する方針

　大倉工業は、株主の皆さまのご支援に感謝して、株主優待制度を実施しています。

　毎年12月31日時点における所有株式数に応じて、下記基準にて株主優待を謹呈しています。また、当
社は株主優待の一つである「オークラホテル丸亀食事券」を、株主の皆さまの利便性の向上等を目的と
して、2024年3月発行分より「オークラホテル丸亀ホテルご利用券」に変更しました。

単元株式数 100株

100株以上1,000株未満
QUOカード（クオ・カード）
オークラホテル丸亀ホテルご利用券 

1,000円分
1,000円分

×
×

1枚
2枚

1,000株以上2,000株未満
QUOカード（クオ・カード）
オークラホテル丸亀ホテルご利用券

2,000円分
1,000円分

×
×

1枚
4枚

2,000株以上
QUOカード（クオ・カード）
オークラホテル丸亀ホテルご利用券

3,000円分
1,000円分

×
×

1枚
6枚

株主優待制度

　大倉工業は、株主総会が株主との建設的な対話の場であることを重視し、株主が十分に権利行使で
きる環境を整備するために、以下の通り施策を講じています。

1.	 集中日を避けた日に開催しています。
2.	議案の十分な検討時間を確保するため、法定の招集通知の発送日以前に発送するほか、招集通知に記載した情

報を、発送に先立ってTDnet及び当社ホームページにおいて速やかに開示しています。
3.	法令で要請される情報以外でも、株主が株主総会においてその権利を行使するために必要と考えられる情報を

開示しています。
4.	招集通知（事業報告、参考書類を含む）の記載充実を図るとともに、招集通知、決算短信、適時開示情報、株主通

信等をTDnet及び当社ホームページに掲示して提供しています。
5.	会社提案に対する議決権行使動向及び結果を分析し、取締役会で共有します。また、株主総会において相当数の

反対票が投じられた議案については、取締役会にてその原因を分析し、適切な方法で直接または間接に株主との
対話をしています。

6.	信託銀行等の名義で株式を保有する機関投資家等が自ら議決権行使を求める場合は、協議のうえ対応します。
7.	 当社は、機関投資家等が効率的に議決権を行使できるために議決権電子行使プラットフォームを導入するなど、

環境を整備しています。

株主総会活性化に関する取組み

第104期定時株主総会

株
主
・
投
資
家
と
の
約
束

SUSTAINABILITY REPORT 2024 SUSTAINABILITY REPORT 202453 54

Sustainability Environment Social Governance

Social



　大倉工業グループでは、サプライチェーン全体でサステナブルな社会を実現するための方針として「大倉工業グループ サステナブル調達方針」を定め
ています。その実現のために、「大倉工業グループ サステナブル調達ガイドライン」を定め、サプライヤーの皆さまに人権の尊重、安全衛生の確保、品質・
安全性の確保、環境の保全などの項目に関して、自己評価をお願いしています。

　大倉工業グループは、2023年にサステナブル調達調査票の様式を作成し、評価対象のサプライヤーに対してサステナブル調達調査を実施しました。
評価対象のサプライヤーは、「原材料・副資材などの購入先」、「外注加工委託先」、「派遣会社」を対象とし、その選定基準として、①調達などに要する金
額が上位の取引先、②重要な材料・部品などを扱う取引先、③代替が困難な材料・部品などを扱う取引先、という点を考慮しています。

　7項目のうち4項目において、平均得点率が80％を超えており、サプライヤーがサステナブルな取組みを推進する社内体制を整えていることが分かりま
した。ただし、「環境の保全」の項目は、温室効果ガスの排出量削減についての目標設定が不十分であったり、再生可能エネルギーの導入が進んでいな
い傾向が見受けられました。また「事業継続計画への取組み」の項目は、地震や台風等の大規模自然災害やテロ・暴動、感染症、事故等の事業継続を阻
害するリスクの特定・評価はできているものの、事業継続計画（BCP）や早期に復旧するためのマニュアル作成には至っていないサプライヤーも多いこと
が確認できました。

【今後の取組み】
　当社グループは、人権、安全衛生、品質、環境等の各項目に対する方針や研修（教育）に関する設問に重点を置き、2024年もサステナブル調達調査
を実施します。評価結果が一定水準に達しないサプライヤーには、改善に向けた取組みをお願いし、サプライチェーンにおけるリスクの排除に努めてい
きます。

　サステナブル調達は、コンプライアンスだけでなく、環境問題や人権、貧困問題などに配慮した取組みです。サステナブル調達の取組みが、当社グルー
プからサプライヤーの皆さま、そしてその先へと広がれば、サプライチェーン全体の持続的な発展に繋がります。そのためにまず、サプライチェーン（特に
上流）において人権や環境などに関する不適切な行為が無いかを監視し、対話する仕組みの構築と運用に取り組みます。

　大倉工業グループは、2007年に化学物質の適正な管理のために「大倉工業グループ化学物質管理
基準」（以下、当社グループ基準）を定めました。現在、サプライチェーン間での製品含有化学物質の情
報伝達効率化のため、chemSHERPA※で定められた、「chemSHERPA管理対象物質」を含めた法規
制を基に、当社グループ基準を制定しています。当社グループで使用される原材料などを対象とし、当
社グループ基準の規制化学物質が含有されていないかを調査しています。また、当社グループ会社で設
計開発した化学物質検索システムのリプレース実施、環境管理部の中期経営計画（2024）の施策でも
ある「化学物質管理のできる人材の育成」の一環として、eラーニングを活用した教育環境を整え、化学
物質管理責任者や実務者に対する力量向上、更なる化学物質管理の効率化を進めていきます。

※アーティクルマネジメント推進協議会（JAMP）が運営する製品含有化学物質の情報伝達スキーム

取 引 先との 約 束

大倉工業グループは、サプライヤーの皆さまとともにサステナブル調達に取り組み、企業価値向上を目指します。

人権等に配慮した原材料調達の仕組み構築と運用

環境に配慮した原材料調達（グリーン調達）の仕組み構築と運用

サステナブル調達調査

１.人権の尊重

●  強制的な労働の禁止
●  児童労働の禁止、
　若年労働者への配慮
●  労働時間への配慮
●  適切な賃金と手当の支払い
●  非人道的な扱いの禁止
●  差別の禁止
●  結社の自由、団体交渉権の尊重

２.安全衛生の確保

●  労働安全の確保
●  緊急時への備え
●  労働災害・労働疾病の防止
●  産業衛生の適切な管理
●  身体的負荷のかかる作業への
　配慮
●  機械装置の安全対策
●  施設の安全衛生
●  安全衛生のコミュニケーション
●  従業員の健康管理

３.品質・安全性の確保

●  製品の安全性の確保
●  品質管理
●  正確な製品・サービス情報の
　提供
●  マネジメントシステムの構築

４.環境の保全

●  環境許可と報告
●  事業活動における負の影響評価
●  脱炭素経営の推進
●  大気への排出の管理と抑制
●  水の適切な管理
●  資源循環と廃棄物管理
●  マネジメントシステムの構築
●  事業場における化学物質管理
●  製品含有化学物質の管理 

５.公正な取引の実現

●  コンプライアンスの徹底
●  腐敗行為の防止
●  不適切な利益供与及び受領の
　禁止
●  取引先等の管理
●  適切な情報開示
●  適切な輸出入管理
●  知的財産の尊重
●  苦情処理メカニズムの整備
●  通報者の保護
●  公正なビジネスの遂行
●  責任ある鉱物調査

６.情報セキュリティの強化

●  コンピューター・ ネットワーク
　脅威に対する防御
●  個人情報の保護
●  機密情報の漏えい防止 

７.事業継続計画への取組み

●  事業継続計画の策定と準備

取
引
先
と
の
約
束

サプライヤー 依頼社数 回答社数 回収率

原材料・副資材
などの購入先

合成樹脂事業部 ９ 7 78％

新規材料事業部 21 14 67％

建材事業部 9 5 56％

外注加工委託先、派遣会社 16 9 56％

合計 55 35 64％

87.2％
人権の尊重

81.2％
安全衛生の確保

82.0％
品質・安全性の確保

70.4％
環境の保全

76.1％
公正な取引の実現

81.5％
情報セキュリティの強化

68.0％
事業継続計画への取組み

2023年 調査結果

大倉工業グループ サステナブル調達方針

Materiality

Materiality
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コーポレート･ガバナンス

大倉工業グループは、日々変化する社会からの要請に合わせて、有効かつ実態に即したコーポレート・ガバナンス
の姿を探求し、適宜その形態をアップデートします。

　当社グループは社会から信頼される企業であり続けるために、事業を通じて、社会との共生を念頭に企業の成長を目指します。「人ひとりを大切に」「地
域社会への貢献」「お客様を第一に」という大倉工業の経営理念のもと、変化する社会環境の中でESGを重視した事業運営を行うことで、持続的な
成長と中長期的な企業価値の向上を実現します。この目的を達成するために、全てのステークホルダーと対話を図りながら、健全な経営を遂行して
いきます。

コーポレート・ガバナンス体制図

各会議体・委員会の説明

役員報酬

取締役会
　取締役会は、持続的な成長と中長期的な価値の向上に資するために、重要な企業戦略を策定しその執行を監督するとともに、内部統制システムと
リスク管理体制を構築します。また人員構成は、全体の多様性を保ちつつ、経験や見識、能力を備える者をバランスよく配置するという観点のもとに
社内取締役6名、社外取締役5名で構成しています。なお社外取締役については、取締役会の透明性と実効性を担保するために、全構成員数の3分
の1以上とすることを定めています。

　大倉工業の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く）の報酬は、基本報酬、業績連動報酬、株式報酬で構成され、その割合は概ね8：
1：1となっています。基本報酬は、役位に応じて設定する固定額を毎月支給する金銭報酬です。業績連動報酬は、対象取締役の報酬を会社業績と貢献度
に連動させることで、業績向上意欲を高める業績連動金銭報酬です。株式報酬は、対象取締役が株価変動による利益・リスクを株主の皆さまと共有する
ことで、中長期的な成長と企業価値の増大を目指すもので、役位別に選定した額に割当てられる譲渡制限付株式報酬となっています。
　監査等委員である取締役及び社外取締役は、固定報酬のみとし、株式報酬の割当対象外としています。それにより企業業績に左右されない報酬
体系とすることで、経営に対する独立性を担保しています。また、報酬体系及び個別報酬額の妥当性等については、指名報酬委員会を設けて議論を
行っています。

指名報酬委員会
　指名報酬委員会は、取締役及び執行役員の指名・報酬等に関する手続きの公正性・透明性・客観性を強化し、ガバナンス体制のより一層の充実を
図ることを目的に、取締役会の諮問機関として設置しています。当委員会は、委員を取締役会で選定し、代表取締役社長執行役員及び独立社外取
締役４名で構成しています。また委員長は、独立社外取締役が務めるものとしています。

監査等委員会
　監査等委員会は、取締役の業務執行の監査・監督を行うことにより、会社の健全で持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現します。人
員構成は、社外取締役5名を含む6名で構成されています。なお、社外取締役には、株式会社東京証券取引所が定める独立性基準を満たした4名を
選任しています。

経営会議
　経営会議は、取締役会の付議事項を除く経営上の重要事項については審議・決定を行い、取締役会に付議すべき重要な事項については事前に審議
し、業務執行ならびに経営の効率性及び健全性の確保を目的に、設置しています。当会議は、執行役員11名で構成されており、定例経営会議を原則とし
て月１回以上開催しています。
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2021年 2022年 2023年

取締役会 14回 14回 14回

指名報酬委員会 3回 3回

監査等委員会 13回 13回 12回

経営会議 22回 22回 22回

各会議体・委員会の年間開催回数
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〈調査結果（抜粋）〉

内部通報の処理フロー図

　コンプライアンス活動の成果や、潜在的なリスクを把握する目的で、定期的にコンプライアンス意識調査を行っています。調査結果に基づき企業倫理
やコンプライアンスのリスクアセスメントを実施し、より効果的な施策立案・活動に繋げています。

通報受理
社内窓口
社外窓口

受付・初動調査

事務局

通報の報告
コンプライアンス
担当役員

コンプライアンス
委員会

調査

事務局

結果の報告

過去5年間の
内部通報データ

法令違反（品質）

法令違反（安全衛生）

法令違反（労務）

法令違反（不正経理）

職場環境

ハラスメント

その他

　2類型以上に該当するケースもあるので、内
部通報件数と一致しません。また、分類は通報
者の主張に基づくので、必ずしも当該コンプラ
イアンス違反行為が認められたものではありま
せん。

　通報日とは原則として社内の通報対応業務
従事者が通報内容を認知した日を、完了日と
は通報対応業務従事者が必要な調査及び対
応を終えた旨をコンプライアンス委員会へ報
告した日をいいます。

DATA
1 内部通報件数と受付窓口の内訳 DATA

2 内部通報時の実名・匿名の内訳 DATA
3 内部通報の内容

DATA
4 案件処理にかかった日数 DATA

5 フィードバック件数 DATA
6

違反行為を認め、
是正措置を行った件数

通報日から完了日まで

平均 : 23.5日
最短 ： 3日 / 最長 ： 98日　　
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社内窓口
社外窓口

（年）

実名
10件

匿名
（半匿名を含む）

29件 0 5 10 15 20（件）

　通報者の主張通りの事実を認定したケースも
あれば、一部認定のケースもあります。また、法
令違反はなかったものの対象者が通報者の主
張を受け入れて和解に至った案件なども算入
しています。

　実名通報には原則としてフィードバックを
行っています。また半匿名の通報にも希望す
る者にはフィードバックを行っています。

13件 19件

54.0％

25.2％ 22.3％

28.3％

12.1％

16.2％

3.4％

38.5％

34.5％ 49.8％

12.3％

20.7％

9.6％
3.5％

10.0％ 12.1％

40.0％

4.5％

0.6％

2.4％

コンプライアンスを意識した
業務遂行に努めている

周囲でのコンプライアンス違反に対して
是正のための行動を起こす

コンプライアンスの問題発生時に
内部通報制度を利用したい

社内教育によって正しい判断が
できるようになった

A3 A4

A1 A2

Q3 Q4

Q1 Q2

そう思う

ややそう思う

あまり思わない

思わない

分からない
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コンプライアンス推進体制
　「従業員を守り、社会に役立つ」という大倉工業の創業の精神は、職場環境を整え、公正かつ誠実な経営を行うというコンプライアンス経営の根本
に現在も息づいています。大倉工業グループは、コンプライアンスを単なる法令順守のみならず、社会からの期待や要請に応えることと認識し、時代の
動きにも呼応して社会から信頼される企業であり続けるべくコンプライアンスの推進に努めています。
　コンプライアンス推進を担う機関として、代表取締役社長執行役員を委員長とし取締役で組織されるコンプライアンス委員会を設置しています。コン
プライアンス委員会は原則年2回開催し、重要事項の決定や違反事項の改善勧告などを行っています。その配下に各事業部に所属する人員で組織され
るコンプライアンス実行委員会を設置し、コンプライアンス委員会の指示に基づき各種作業とコンプライアンス施策の現場への浸透を図っています。

大倉工業倫理行動基準、コンプライアンス・プログラム規程
　役員・従業員及び全てのステークホルダーが共有すべき行動規範として「大倉工業倫理行動基準」を、コンプライアンス体制や活動推進の準則とし
て「コンプライアンス・プログラム規程」をそれぞれ定めています。これら文書規程に基づき、法務部門を主体とする事務局がコンプライアンス推進の方
針や施策を立案し、意識向上・文化醸成に取り組んでいます。

コンプライアンス研修
　コンプライアンス研修を全従業員に毎年実施しているほか、新入社員には入社時研修の一環として実施しています。eラーニングを取り入れ、動画や音
声コンテンツによる効果的な研修を行っています。2023年の研修は人権をテーマに、ハラスメントやLGBTの問題について考える機会としました。

内部通報制度
　大倉工業グループは、違法・不正行為の防止及び自浄能力の向上を目的として内部通報制度を導入しています。社内外に窓口を設け、ポスターや
配布カード、社内報などで窓口の連絡先を周知し、24時間365日通報を受け付けています。内部通報制度は当社グループ従業員・役員に加え、従業
員等の家族や取引先等全てのステークホルダーが利用することができます。通報者は自らの意思で実名で通報するか匿名で通報するか選択でき、
通報内容の秘密と通報者の利益はコンプライアンス・プログラム規程に基づき保護されます。

通報制度のしくみ
　内部通報は、原則として法務部門に設置された事務局に送られます。事務局は初動調査を経て、コンプライアンス担当役員（大倉工業グルー
プの事業に重大な影響を及ぼす等特に重要な事項と思料する場合は、コンプライアンス委員会を含む（内部通報規程第３条第４項））の指示に
基づき調査を行い、調査経過を適宜コンプライアンス担当役員及びコンプライアンス委員会に報告しています。コンプライアンス違反が認めら
れた場合は、通報対象者に対し指導や懲戒処分などの是正措置がとられます。希望する通報者は、通報事実に対する調査結果や措置内容につ
いて会社からフィードバックを受けられます。

コンプライアンス 内部通報

コンプライアンス意識調査
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知的財産 リスクマネジメント

情報セキュリティ

　従業員が情報セキュリティについて理解し情
報を正しく取り扱えるよう、情報セキュリティポ
リシーを設け、対象者にeラーニングを実施して
います。加えて、情報セキュリティ意識を高める
教育として、入社時に情報セキュリティ研修を行
うとともに、社有携帯電話取り扱いの教育、標的
型メール訓練、注意喚起として社内掲示板での
最新マルウェアの事例紹介などを行っています。
更に、重要な情報システムやクラウドシステムの
ID管理や定期的なパスワード変更、利用ハード
ウェアの管理、社有パソコンや携帯電話のアプ
リケーションチェックなどを行うことで従業員の
リスク感度向上を図っています。

　機密管理レベルに合わせたセキュリティゾーン
を設定し、機密性の高いゾーンにはアクセスコン
トロールを行うなど、社内外からの不正侵入を防
いでいます。
　また、主要な重要情報システムやネットワーク
機器については、強固なセキュリティ対策を施
し、事業停止リスクの低減を図っています。

　当社グループ会社における企業機密や個人情
報の漏えい、サイバーアタックによる事業の停止
などを抑止するため、マルウェア対策、ファイア
ウォールの構築、インターネット通信のチェックや
システムへのアクセスコントロール、各種ログの収
集・監視、情報システムに対する脆弱性の診断と
その脆弱性への対応などの対策を行っています。
　更に、製造業で企業活動の根幹をなす生産現
場制御システムのセキュリティ強化にも取り組ん
でおり、安定・安全な生産体制を維持するため、
日々変化するサイバーリスクへの対応・対策を状
況に応じて、進めています。

　大倉工業グループは、様々な製品やサービスを社会に提供しています。当社グループは品質・環境・安全等のリスクを負っています。それぞれのリスクに
応じて、本社各機能が分担して各リスクを分析し、予防・対応に努めています。また、当社グループの本社機能及び主力工場は香川県に存在していること
から、近く発生が予想される南海トラフ巨大地震への対応が重要です。BCPの観点から、製造拠点の分散化や各種規程の整備、訓練等に努めています。
その一つとして、災害時の浸水等の被災リスクを回避するために、オークラプレカットシステムを丸亀市昭和町から三豊市高瀬町の原下工業団地へ移転し
ました。

基本的な考え方
　大倉工業グループは、研究開発成果としての知的財産を事業競争力の源泉と捉え、事業を支える知的財産を積極的に確保するとともに、取得した
知的財産を適切に維持・管理することによって、事業の発展と業績の向上に寄与し、創造的活動の促進に努めます。
　また、知的財産に関する法令を順守し、お客様に安心して製品をご使用いただけるよう、製品開発や設計変更時のデザインレビュー（設計審査）に
おいて、他社の知的財産権を侵害しないことを確認するクリアランス調査（侵害防止調査）を実施し、他社の知的財産権を侵害しないために回避・予
防策などを適切に講じています。

情報セキュリティの管理体制
　大倉工業グループでは、大倉工業取締役のもとに、当社グループの情報セキュリティに関する策定などを担当する大倉工業情報システム部門が取
組みを推進しています。
　当部門が事務局となり、情報セキュリティの維持・改善を目的とした「情報システム運営審議委員会」を、各事業所に対する情報共有や意見の収
集を目的とした「情報システム委員会」をそれぞれ設置しています。
　具体的には、情報システム運営審議委員会は、各事業部及び各センターの業務部門の代表者で構成され、情報セキュリティのほか、重要な ICT 
案件に対する審議を行っています。
　また、情報システム委員会は、各事業所・当社グループ会社から委嘱された情報システム委員とオークラ情報システムの選任者から構成されてい
ます。情報システム委員が、所属長・管理職、各システムの運用・保守の担当者である情報システムの管理者及びオークラ情報システムの協力のもと、
情報セキュリティに関わる維持・改善業務を支援しています。

知財戦略
　大倉工業グループは、グループ全体の経営戦略・事業戦略と一体となった知財戦略の実践を目指しています。そのために、R&Dセンターとともに、「経
営デザインシート」といったフレームワークを活用し、注力領域の研究開発において長期的な視点で将来のありたい姿を構想し、将来のありたい姿への
移行に必要な知財戦略を策定する活動を実施しています。この活動を推進することで、事業ポートフォリオの変革を知的財産面からも支え、競争優位性
の確保と企業価値向上を目指します。
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大倉工業
情報システム部門

各事業所・当社グループ会社
情報システム委員

各事業所・当社グループ会社
情報システムの管理者

情報システム委員会
情報システム運営審議委員会
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令和５年度四国地方発明表彰
　公益社団法人発明協会主催の令和5年度四国地方発明表彰にて「診療または治療用頭部被覆材（意匠第1700260号）」の意匠創作者であるコーポ
レートセンター総務・人事部 橘課長、新規材料事業部技術支援部 塩入担当、香川大学創造工学部 大場晴夫教授、香川大学医学部付属病院 西山典子
臨床准教授、香川大学医学部付属病院 小原英幹教授が発明奨励賞を受賞しました。
　本意匠は、香川大学と協働開発した内視鏡用ウイルス感染防御システム「Endo barrier®」の飛沫感染防止フィルムに関するものです。
　「Endo barrier®」は、飛沫感染防止フィルムと専用フレームにより、準密閉空間を形成し、陰圧化することで飛沫の拡散を最小限に抑えます。通常、
このようなシステムは、患者ごとに消毒をする必要がありますが、フィルムに設けられたサイドシール部により、患者ごとの消毒を必要とせずとも専用フレー
ムを清潔に保つことができる構造となっています。
　また、フィルムに医療器具の挿入場所をピクトグラムで表示し、誰でも簡単に理解できるユニバーサルデザインとなっていることから、医療従事者に好
評をいただいており、香川県内の多くの病院で採用されています。

情報セキュリティへの取組み ISO/IEC 27001認証取得
（オークラ情報システム）　大倉工業グループは、DX推進や現場の環境測定、製品品質の可視化などを目的としたIoT機器の導入に取

り組んでいます。それらによる利便性向上と引きかえに、情報セキュリティリスクが日々増大しています。当社グ
ループは、情報セキュリティリスクを事業に重大な影響を及ぼす事案として捉えています。システムダウンによ
る事業停止や、会社の企業機密や取引先・お客様からご提供いただいた情報の漏洩などを防ぐために、当社グ
ループのオークラ情報システムが取得している国際規格（ISO/IEC 27001）を基に、昨今のサイバーリスク動
向や国内外の関連ガイドラインを踏まえて、情報セキュリティマネジメントに取り組んでいます。
　また、事務所系の情報システムはもちろんのこと、工場系の制御システムについても、安定・安全な生産体
制を維持するために、セキュリティ向上に取り組んでいます。

内視鏡用ウイルス感染防御システム
「Endo barrier®」

飛沫感染防止フィルム

持続吸引チューブ

酸素チューブ痰吸引チューブ
※必要に応じて使用 ※必要に応じて使用

内視鏡

フレーム

情報セキュリティの管理体制図

知財教育・人材育成
　大倉工業グループは、知的財産に関する理解と権利の活用を目的とし、業務
内容や段階に応じた社内教育を毎年実施しています。開発業務に携わる従業
員には、特許調査教育や研究開発成果を発明として提案するための発明提案
書作成教育を実習形式で行い、他者の著作物を利用する可能性のある業務や
ネーミングに携わる業務を行う従業員には、著作権や商標権の教育をeラーニ
ング形式で実施しています。また、戦略的な知的財産の確保や知財戦略の策定
を確実に実施するため、サーチャー制度を導入し、より専門的な特許検索スキ
ルを持つ人材やIPランドスケープ®を実行できる人材の育成に注力しています。

「IPランドスケープ」は正林国際特許商標事務所の登録商標です。

● 特許入門教育
● 特許調査教育
● 発明提案書作成教育

● 著作権教育
● 商標教育
● サーチャー教育

主な教育内容

橘 武志（右側）
コーポレートセンター
総務・人事部課長

塩入 達明（左側）
新規材料事業部
技術支援部

人的側面 技術的側面 物理的側面
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代表取締役会長 代表取締役
社長執行役員

選任理由選任理由

取締役会 出席回数（2023）　　14回/14回（100%）
取締役会 出席回数（2023）　           14回/14回（100%）
指名報酬委員会 出席回数（2023） 　 3回/3回（100％）

2018年より代表取締役社長、2020年より代表取締役社長執行役員を務めています。その豊富な経
験と見識から、今後も取締役としての職責を担えると判断し、引き続き選任しました。

2010年より代表取締役社長、2018年より代表取締役会長を務めています。その豊富な経験と見識か
ら、今後も取締役としての職責を担えると判断し、引き続き選任しました。

略歴 略歴

髙濵 和則
神田 進

1975年4月 当社入社
2003年3月 当社取締役
2006年1月 当社常務取締役
2009年3月 当社代表取締役専務取締役
2010年1月 当社代表取締役社長
2018年3月 当社代表取締役会長（現在）

1977年4月 当社入社
2009年4月 当社執行役員
2010年3月 当社取締役合成樹脂事業部製品グループ統括

兼子会社担当兼コーポレートセンター経営計画部部長
2013年1月 当社取締役合成樹脂事業部長
2016年3月 当社常務取締役合成樹脂事業部長
2017年3月 当社代表取締役常務取締役合成樹脂事業部長
2018年3月 当社代表取締役社長
2020年3月 当社代表取締役社長執行役員（現在）

取締役常務執行役員
コーポレートセンター担当
兼サステナビリティ委員長

選任理由
子会社の代表取締役社長を務めた後、2010年より取締役を務めています。管理部門の責任者として
の豊富な経験と見識から、今後も取締役としての職責を担えると判断し、引き続き選任しました。

略歴

田中 祥友

1977年4月 当社入社
2009年4月 当社執行役員株式会社関西オークラ代表取締役社長
2010年3月 当社取締役コーポレートセンター総務部長
2011年3月 当社取締役コーポレートセンター総務部長

兼環境安全・品質保証担当
兼コーポレートセンター管轄子会社担当

2017年3月 当社取締役コーポレートセンター担当兼総務部長
2018年3月 当社常務取締役コーポレートセンター担当兼総務部長
2019年1月 当社常務取締役コーポレートセンター担当兼CSR・ESG担当
2020年3月 当社取締役常務執行役員コーポレートセンター担当

兼CSR・ESG担当
2021年4月 当社取締役常務執行役員コーポレートセンター

総務広報、人事、サステナビリティ推進、DX推進担当
兼サステナビリティ委員⾧

2023年1月 当社取締役常務執行役員コーポレートセンター担当
兼財務・経営管理部長兼サステナビリティ委員長

2024年1月 当社取締役常務執行役員コーポレートセンター担当
兼サステナビリティ委員長（現在）

取締役会出席回数（2023）　　14回/14回（100%）

取締役専務執行役員
合成樹脂事業部長

略歴

福田 英司

1993年4月 当社入社
2007年1月 株式会社九州オークラ代表取締役社長
2009年4月 当社執行役員株式会社九州オークラ代表取締役社長
2010年2月 当社執行役員株式会社関西オークラ代表取締役社長
2015年7月 当社執行役員合成樹脂事業部事業支援部

企画管理グループ長
2017年3月 当社執行役員合成樹脂事業部企画管理グループ長

兼生産管理グループ長
2021年3月 当社取締役執行役員コーポレートセンター経理部⾧
2021年4月 当社取締役執行役員コーポレートセンター財務・経営

管理部⾧
2023年1月 当社取締役執行役員合成樹脂事業部長
2023年3月 当社取締役常務執行役員合成樹脂事業部長
2024年3月 当社取締役専務執行役員合成樹脂事業部長（現在）

選任理由
合成樹脂事業部門の管理部門の責任者を歴任した後、2021年より取締役を務めています。合成樹脂
事業部門における豊富な経験と見識から、今後も取締役としての職責を担えると判断し、引き続き選任
しました。

取締役会 出席回数（2023）　　14回/14回（100%）

社外取締役
（監査等委員）

選任理由
長年他の企業に勤務されており、豊富な業務経験と知識を有しているため、社外取締役として職務を
適切に遂行できるものと判断し、新たに選任しました。同氏が社外取締役として期待される役割は、異
なる企業文化で育まれた独自の観点からの助言と、上場企業の管理部門の責任者として有する知見
に基づく経営のチェック機能及び企業統治の強化です。

略歴

齋藤 繁範

1995年4月 住友化学工業株式会社（現 住友化学株式会社）入社
2024年1月 住友化学株式会社経営企画室部長
2024年3月 当社取締役（監査等委員）（現在）
2024年4月 住友化学株式会社執行役員経営企画室部長（現在）

※�取締役（監査等委員）齋藤繁範氏は、2024年3月22日開催の第104期定時株主総会において選任
され就任しましたので、2023年の取締役会及び監査等委員会へは出席していません

役員紹介

独立社外取締役
（監査等委員）

選任理由
社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、公認会計士として監
査、会計等企業実務に精通しており、幅広い経験と見識を有しているため、社外取締役として職務を適切
に遂行できるものと判断し、引き続き選任しました。同氏が社外取締役として期待される役割は、監査・会
計の専門家としての観点からの助言と、長らく公認会計士業務に携わった結果得られた知見に基づく経
営のチェック機能及び企業統治の強化です。なお、同氏の監査等委員である社外取締役としての在任期
間は、8年であり、指名報酬委員会の委員長を務めています。

略歴

北田 隆

1985年3月 公認会計士登録
1998年4月 監査法人トーマツ（現 有限責任監査法人トーマツ）入所
1999年7月 監査法人トーマツ（現 有限責任監査法人トーマツ）社員

（パートナー）
2014年10月 公認会計士北田隆事務所開設（現在）
2016年3月 当社取締役（監査等委員）（現在）

株式会社ファインデックス社外取締役（監査等委員）
（現在）

取締役会出席回数（2023）　　　　 14回/14回（100%）
監査等委員会 出席回数（2023）　　12回/12回（100%）
指名報酬委員会 出席回数（2023）　3回/3回（100%）

取締役上席執行役員
新規材料事業部長

略歴

植田 智生

1985年4月 当社入社
2007年4月 当社新規材料事業部第2BU長
2009年3月 当社新規材料事業部長
2010年3月 当社執行役員新規材料事業部長
2017年3月 当社取締役新規材料事業部長
2020年3月 当社取締役執行役員新規材料事業部長
2024年3月 当社取締役上席執行役員新規材料事業部長（現在）

選任理由
新規材料事業部門の製造部門において長年の経験を有しており、2009年より事業部長、2017年より
取締役を務めています。新規材料事業部門における豊富な経験と見識から、今後も取締役としての職
責を担えると判断し、引き続き選任しました。

取締役会出席回数（2023）　　14回/14回（100%）

取締役常勤監査等委員

選任理由
経理部門の責任者を歴任した後、2022年より取締役を務めています。経理部門及び内部監査部門にお
ける豊富な経験と見識から、今後も取締役としての職責を担えると判断し、引き続き選任しました。

略歴

長尾 誠司

1991年4月 当社入社
2017年3月 当社コーポレートセンター経理部長
2021年3月 当社執行役員内部監査室長
2021年4月 当社執行役員内部統制・監査室長
2022年3月 当社取締役（常勤監査等委員）（現在）

取締役会出席回数（2023）　　        14回/14回（100%）
監査等委員会 出席回数（2023）　　 12回/12回（100%）

独立社外取締役
（監査等委員）

選任理由
社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、弁護士として企業法務や
コンプライアンスに精通しており、また弁護士活動を通じて企業経営に関する十分な見識を有しているた
め、社外取締役として職務を適切に遂行できるものと判断し、引き続き選任しました。同氏が社外取締役とし
て期待される役割は、法律家としての観点からの助言と、長らく弁護士業務に携わった結果得られた知見に
基づく経営のチェック機能及び企業統治の強化です。なお、同氏の社外取締役としての在任期間は、9年とな
るとともに、監査等委員である社外取締役としての在任期間は8年であり、指名報酬委員会の委員を務めて
います。また、同氏は過去に当社の業務執行者ではない役員（監査役）であったことがあります。

略歴

馬場 俊夫

1983年4月 弁護士登録
1983年4月 馬場法律事務所開設（現在）
2004年3月 当社監査役
2015年3月 当社取締役
2016年7月 当社取締役（監査等委員）（現在）

取締役会出席回数（2023）　　        14回/14回（100%）
監査等委員会 出席回数（2023）　　 12回/12回（100%）
指名報酬委員会 出席回数（2023）　 3回/3回（100%）

独立社外取締役
（監査等委員）

選任理由
社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、弁護士として企業法
務やコンプライアンスに精通しており、また弁護士活動を通じて企業経営に関する十分な見識を有し
ているため、社外取締役として職務を適切に遂行できるものと判断し、引き続き選任しました。同氏が
社外取締役として期待される役割は、法律家としての観点からの助言と、長らく弁護士業務に携わった
結果得られた知見に基づく経営のチェック機能及び企業統治の強化です。なお、同氏の監査等委員で
ある社外取締役としての在任期間は2年であり、指名報酬委員会の委員を務めています。

略歴

飯島 奈絵

1994年4月 弁護士登録、堂島法律事務所入所
2001年10月 米国ワシントンD.C.カークランド＆エリス法律事務所入所
2002年1月 米国ニューヨーク州弁護士登録
2002年9月 堂島法律事務所（現 弁護士法人堂島法律事務所）復帰（現在）
2003年6月 ナビタス株式会社（現 シリウスビジョン株式会社）

社外監査役
2013年4月 京都大学法科大学院客員教授
2015年6月 株式会社大阪チタニウムテクノロジーズ社外取締役（現在）
2016年6月 ナビタス株式会社（現 シリウスビジョン株式会社）

社外取締役（監査等委員）
2019年4月 大阪弁護士会副会長
2022年3月 当社取締役（監査等委員）（現在）

取締役会出席回数（2023）　　        14回/14回（100%）
監査等委員会 出席回数（2023）　　 12回/12回（100%）
指名報酬委員会 出席回数（2023）　 3回/3回（100%）

独立社外取締役
（監査等委員）

選任理由
税理士として監査、会計等企業実務に精通しており、幅広い経験と見識を有しているため、社外取締役
として職務を適切に遂行できるものと判断し、引き続き選任しました。同氏が社外取締役として期待さ
れる役割は、税務の専門家としての観点からの助言と、長らく税理士業務に携わった結果得られた知
見に基づく経営のチェック機能及び企業統治の強化です。なお、同氏の監査等委員である社外取締役
としての在任期間は2年であり、指名報酬委員会の委員を務めています。

略歴

渡邉 洋一

1996年4月 高橋税務会計事務所入所
1999年12月 税理士登録
2003年4月 渡邉洋一税理士事務所

（現 税理士法人ビズブレイン）開設
2020年7月 TKC全国会副会長（現在）
2020年9月 TKC四国会会長（現在）
2022年3月 当社取締役（監査等委員）（現在）
2022年11月 税理士法人ビズブレイン代表社員（現在）

取締役会出席回数（2023）　　        14回/14回（100%）
監査等委員会 出席回数（2023）　　 12回/12回（100%）
指名報酬委員会 出席回数（2023）　 3回/3回（100%）
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社 外 取 締 役メッセージ

　大倉工業は経営ビジョン「Next10(2030)」に向けてまい進しています。その過程において未来に向けたESG活動に対応して
いかなければなりません。しかし、変わるもの（変えていいもの）と変わらないもの（変えてはいけないもの）、つまり「不易流行」を
見極める目を養う必要があります。
　大倉工業の経営理念である「人ひとりを大切に」「地域社会への貢献」「お客様を第一に」といった会社の根幹は変えずに社会
との共生を図りつつ、変化に対応した製品提供や活動をより一層支援していきます。そのためには中長期的な企業価値の創造
が必要となりますが、サステナビリティ面だけでなく、財務面や経営面においても社外取締役として積極的に関わっていきたい
と思います。
　ESGに配慮した技術を持って活動していく先には、きっと「社会から信用される大倉工業の未来」が約束されているはずです。
皆さん、一緒に歩みましょう！！

　大倉工業グループは、「大倉工業グループコーポレート・ガバナンス基本方針」を策定し、取締役会の役割・構成、取締役候補者の指名方針等について
規定しています。
　取締役会は、重要な経営の意思決定を行うとともに、適切に経営を監督するため「企業経営」「事業戦略・マーケティング」「技術・生産・開発」「財務会計」「総
務広報・人事労務・法務知財」「サステナビリティ」の各項目について、豊富な経験と高度な専門的知識を有する取締役を選任しています。監査等委員であ
る取締役及び社外取締役は、固定報酬のみとし、株式報酬の割当対象外としています。それにより企業業績に左右されない報酬体系とすることで、経営に
対する独立性を担保しています。

※上記の一覧表は、各取締役の保有する知識と経験の全てを表したものではなく、会社として特に発揮を期待するスキルを記載しています

区分 氏名 ジェンダー

当社における役職・担当、資格等 取締役に期待する分野

役職 担当、資格等 企業経営 事業戦略・
マーケティング 技術・生産・開発 財務会計 総務広報・人事労務・

法務知財 サステナビリティ

社
内
取
締
役

髙濵 和則 男性 代表取締役会長 ○

神田 進 男性 代表取締役社長執行役員・
指名報酬委員 ○

福田 英司 男性 取締役専務執行役員 合成樹脂事業部長 ○ ○ ○ ○

田中 祥友 男性 取締役常務執行役員 コーポレートセンター担当
兼サステナビリティ委員長 ○ ○ ○

植田 智生 男性 取締役上席執行役員 新規材料事業部長 ○ ○ ○ ○

長尾 誠司 男性 取締役常勤監査等委員 ○ ○ ○

社
外
取
締
役

北田 隆 男性 独立社外取締役監査等委員・
指名報酬委員 公認会計士 ○ ○

馬場 俊夫 男性 独立社外取締役監査等委員・
指名報酬委員 弁護士 ○ ○

飯島 奈絵 女性 独立社外取締役監査等委員・
指名報酬委員 弁護士 ○ ○

渡邉 洋一 男性 独立社外取締役監査等委員・
指名報酬委員 税理士 ○ ○

齋藤 繁範 男性 社外取締役監査等委員 住友化学株式会社
執行役員経営企画室部長 ○ ○

スキル・マトリックス

　大倉工業は取締役会の実効性について、毎年第三者機関による取締役のアンケートを実施し、その結果を分析し、抽出された課題について取締役会
にて議論することで機能維持を図っています。
　自己評価・分析については、外部機関の助言を得ながら以下の方法で行いました。
　2023年9月に定時取締役会の構成員である全ての取締役を対象にアンケートを実施しました。回答方法は外部機関に直接回答することで匿名性を
確保しました。外部機関からの集計結果の報告を踏まえたうえで、2023年12月の定時取締役会において、分析・議論・評価を行いました。
　アンケートの結果から、当社取締役会は構成・役割・運営において適切で、サステナビリティ等のモニタリング機能、社外取締役のパフォーマンス等
も、おおむね肯定的な評価が得られています。これにより、取締役会全体の実効性については確保されていると認識しています。
　また、2022年実施時に課題として抽出された、株主（投資家）との対話状況についての取締役会へのフィードバックの充実化については、対話の都度
その状況を取締役へフィードバックしたこともあり、改善が見られました。同様に課題として抽出された役員トレーニングの充実化については、役員トレー
ニングを計画通り2023年12月に実施しました。
　一方で、取締役会の機能の更なる向上、議論の活性化に向けた課題についても共有しました。
　当社取締役会では、今回の実効性評価を踏まえ、取締役会での更なる活性化・充実に向け、今後も継続的な改善に取り組んでいきます。

取締役会の実効性評価

年月 施策内容
2004年 2月 「大倉工業の経営基本構想２００４」を策定

2006年 4月 内部監査室を設置
2008年 4月 コンプライアンス委員会を設置

内部通報制度を導入

2009年 4月 執行役員制度を導入

2015年 3月 社外取締役を選任（１名）

2016年 3月 監査等委員会設置会社に移行

2016年 8月 「大倉工業グループ コーポレート・ガバナンス基本方針」を策定

2016年12月 大倉工業グループ企業倫理ホットラインを開設

年月 施策内容
2019年 1月 CSR委員会を設置

ESG推進本部を設置

2020年 3月 譲渡制限付株式報酬制度を導入
2021年 4月 サステナビリティ委員会を設置（「CSR委員会」を改称し、サステナビリティ推進体制強化）

サステナビリティ推進部を設置（「ESG推進本部」を改称し、サステナビリティ推進体制強化）
内部統制・監査室を設置（「内部監査室」を改称し、監督機能強化）

2022年 3月 社外取締役を増員（4名→5名）
2022年 4月 任意の指名報酬委員会を設置
2024年 3月 取締役（監査等委員である取締役を除く）を減員（6名→5名）

ガバナンス体制の変遷

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス

渡邉 洋一
独立社外取締役
（監査等委員）

Watanabe Yoichi

不易流行

　幼少期から、いわゆる自給自足の生活を送っていました。周りの自然からの恵みもあり、ご近所との物々交換を行うような生
活環境で、牛を放牧し、ご飯の残り物を豚の餌にし、ヤギの乳を飲み、ニワトリ等も飼っていました。その後、本州に引っ越してか
らも、小学生までは薪で風呂を沸かし、炭焼きを行い、草刈りをし、牛に水やりをする生活を送っていました。
　大学では、バイオマス（生物資源循環）をテーマにキノコ（担子菌）を用いた工場廃液の浄化に取り組んでいました。そのキノコ
を家畜の餌に利用するという研究でした。
　その後に就職した商社においても自然素材から合成材料を共同開発し、製造特許を2件出願しました。

幼少期から、サステナブル…

　現在、会計及び税務の業界はデジタル化が急速に進んでいます。ペーパーレスが当たり前となり、会計帳簿や領収書の保存等
も電子化が義務付けられました。また、2023年から消費税のインボイス制度が開始され、関連する事業者も対応に追われてい
ます。
　とりわけ、2024年の税制改正では賃上げ促進税制について、くるみん（子育てと仕事の両立支援）、えるぼし（女性活躍推進）
の認定で税額控除率が上乗せされます。他にも、交際費等の損金不算入制度やイノベーションボックス税制（知的財産権）等、
大倉工業に適用できるものが導入されました。これらの制度の変化や、税制改正に対応して、会社として留意すべき点や適用・
活用できる税制項目等を適時に提案し、監査等委員としても内部統制や会社発展の一助になれるように努力してまいります。

社外取締役としての役割 －デジタル化の加速と税制改正－

島根県の隠岐の島で生まれ、

幼少期は海に囲まれた自然豊かな場所で

たくさんの動物達と生活していました。

現在は、丸亀市役所前で開業をしている

農学部出身の税理士です。
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2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

財務データ 単位

売上高 （百万円） 87,539 85,996 86,079 90,812 86,260 85,364 80,958 88,420 77,260 78,863

営業利益 （百万円） 2,100 2,354 4,710 5,789 4,254 3,719 4,286 5,123 3,771 4,956

売上高営業利益率 （％） 2.3 2.7 5.4 6.3 4.9 4.3 5.2 5.8 4.9 6.3

経常利益 （百万円） 1,963 2,326 4,655 5,891 4,366 3,894 4,509 5,531 4,275 5,417

親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 1,759 1,191 2,507 2,720 2,442 2,899 2,865 3,417 3,788 4,315

純資産額 （百万円） 37,957 38,739 40,414 44,039 43,834 46,441 49,094 52,524 55,591 60,869

設備投資額 （百万円） 4,560 2,447 3,066 5,561 5,846 5,051 3,698 4,673 5,524 11,148

研究開発費 （百万円） 1,126 1,050 948 944 1,029 1,060 949 1,047 1,179 1,301

自己資本比率 （％） 42.7 44.1 49.0 50.3 51.8 55.6 59.4 61.1 61.6 60.7

自己資本利益率（ROE） （％） 4.7 3.1 6.3 6.4 5.6 6.4 6.0 6.7 7.0 7.4

実質借入金 （百万円） 22,211 19,707 13,458 10,157 9,043 8,321 5,631 3,312 2,376 1,903

非財務データ 単位

CO2排出量（Scope1,2）※1 （t-CO2） 146,734 158,593 156,246 132,409 126,750 118,340 94,814 122,258 121,232 105,282

CO2排出量（Scope1,2 国外含む）※2 （t-CO2） - - - - - - - 126,193 125,005 108,092

CO2排出量（物流）※3 （t-CO2） 6,295 6,090 5,798 5,634 5,369 5,049 5,033 5,392 5,590 5,008

エネルギー使用量（原油換算値）※4 （kL） - 61,714 63,081 62,997 62,537 61,836 57,993 59,318 60,285 51,768

廃棄物排出量※5 （t） 5,387 7,475 7,249 7,749 7,220 8,245 6,667 7,262 6,653 6,187

水使用量（上水）※6 （㎥） - - - - - 445,336 347,442 353,972 341,868 325,770

従業員数 （人） 1,931 1,930 1,980 2,027 2,053 2,025 2,005 1,966 1,935 1,904

女性従業員比率（単体） （％） 12.8 13.2 13.4 13.8 13.9 14.8 15.3 16.0 16.0 17.4

独立社外役員数 （人） 2 2 2 2 2 3 3 4 4 4

平均勤続年数（単体） （年） 16.2 16.5 16.7 16.5 16.4 15.7 16.1 16.2 16.5 16.6 

休業労働災害件数 （件） 5 11 5 7 6 4 1 5 1 2

1株当たり（2018年7月～株式併合）

　　純資産額 （円） 636.25 649.46 677.75 738.79 3,677.39 3,896.47 4,115.91 4,401.20 4,655.71 5,031.25

　　当期純利益 （円） 29.48 19.98 42.05 45.64 204.92 243.35 240.41 286.49 317.45 359.29

　　配当額 （円） 7.50 7.50 10.00 13.00 55.00 55.00 60.00 70.00 85.00 110.00

2014年～2020年：各年4月～翌3月
2021年～2023年：各年1月～12月
2021年～2023年：受審済
2014年～2020年：Scope2の値は、電気事業者別基礎排出係数を用いて算定
2021年～2023年：Scope2の値は、電気事業者別調整後排出係数を用いて算定
大倉工業、連結子会社：11社、関連会社：4社
オークラホテル高松：2015年～2017年は含まない、2019年以降は売却のため含まない

2021年～2023年：各年1月～12月
2021年～2023年：受審済
2021年～2023年：Scope2の値は、IDEA Ver.3.3を用いて算定
無錫大倉包装材料有限公司

2014年～2023年：各年4月～翌3月
資源エネルギー庁「省エネ法の手引き（荷主編）」に基づき算定
大倉工業

2014年～2021年：各年1月～12月
2022年、2023年：各年4月～翌3月
大倉工業、連結子会社：11社、関連会社：4社

2015年～2020年：各年4月～翌3月
2021年～2023年：各年1月～12月
大倉工業、連結子会社：11社、関連会社：4社
オークラホテル高松：2015年～2017年は含まない、2019年以降は売却のため含まない

【 集 計 期 間 】

【第三者検証】 
【 排 出 係 数 】

【 対 象 範 囲 】

【 集 計 期 間 】
【第三者検証】 
【 排 出 係 数 】
【 対 象 範 囲 】

【 集 計 期 間 】
【 算 定 方 法 】 
【 対 象 範 囲 】

【 集 計 期 間 】

【 対 象 範 囲 】

【 集 計 期 間 】

【 対 象 範 囲 】 

※1　 ※2　国外の情報のみ記載（国内の情報は※1を参照） ※3 ※5

※4 2019年～2021年：各年4月～翌3月
2022年、2023年：各年1月～12月
2021年～2023年：受審済
大倉工業、連結子会社：11社、関連会社：4社

【 集 計 期 間 】

【第三者検証】 
【 対 象 範 囲 】

※6

財
務
／
非
財
務
サ
マ
リ
ー

財務／非財務
サマリー
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会 社 概 要

事 業 所

グル ープ 会 社

社 名 大倉工業株式会社
Okura Industrial Co., Ltd.

本 社 〒763-8508　香川県丸亀市中津町1515番地　Tel: 0877- 56-1111（代表）
代 表 者 代表取締役会長　髙濵 和則

代表取締役社長執行役員　神田 進
設 立 1947年7月11日
資 本 金 8,619,616,071円（2023年12月31日現在）
従 業 員 数 1,904名（2023年12月31日現在 連結）
業 務 内 容 各種ポリエチレン製品及びポリプロピレン製品の製造販売

光学機能性フィルム等の製造販売
パーティクルボード、加工ボード及び加工合板等の製造販売、木材加工、宅地造成及び建物建築の販売

コーポレートセンター 〒 763-8508 香川県丸亀市中津町1515番地 Tel: 0877 - 56 - 1111（代表）

R & D セ ン タ ー 〒 763-8508 香川県丸亀市中津町1515番地 Tel: 0877 - 56 - 1120

合 成 樹 脂 事 業 部 合成樹脂事業部 〒 763-8508 香川県丸亀市中津町1515番地 Tel: 0877 - 56 - 1150
商 品 開 発 部 〒 763-8508 香川県丸亀市中津町1515番地 Tel: 0877 - 56 - 1124
東 京 支 店 〒 170- 0013 東京都豊島区東池袋3丁目13番2号 Tel: 03 - 6912 - 5041
名 古 屋 支 店 〒 462- 0041 愛知県名古屋市北区浪打町1丁目36番地 Tel: 052 - 913 - 5191
大 阪 支 店 〒 550-0005 大阪府大阪市西区西本町1丁目3番10号 Tel: 06 - 6532 - 3571
広 島 営 業 所 〒 733-0833 広島県広島市西区商工センター6丁目8番45号 Tel: 082 - 277 - 7611
四 国 営 業 所 〒 763-8508 香川県丸亀市中津町1515番地 Tel: 0877 - 56 - 1155
丸 亀 第 四 工 場 〒 763-0062 香川県丸亀市蓬莱町52番地 Tel: 0877 - 24 - 1717
丸 亀 第 五 工 場 〒 763-0062 香川県丸亀市蓬莱町23番地 Tel: 0877 - 25 -5800
仲 南 工 場 〒 769- 0301 香川県仲多度郡まんのう町佐文773番地6号 Tel: 0877 - 75 -6350

新 規 材 料 事 業 部 新規材料事業部 〒 763-8508 香川県丸亀市中津町1515番地 Tel: 0877 - 56 - 1130
B 棟 〒 763-0062 香川県丸亀市蓬莱町52番地 Tel: 0877 - 24 - 2159

（丸亀第四工場内）

G棟 、H棟 、北 棟 〒 769- 0301 香川県仲多度郡まんのう町佐文773番地6号 Tel: 0877 - 58 -8670
（ 仲 南 工 場 内 ）

建 材 事 業 部 建 材 事 業 部 〒 763-8508 香川県丸亀市中津町1515番地 Tel: 0877 - 56 - 1258
営 業 部 〒 763-8508 香川県丸亀市中津町1515番地 Tel: 0877 - 56 - 1255
詫 間 工 場 〒 769- 1101 香川県三豊市詫間町詫間2102番地4 Tel: 0875 - 83 - 2511

株式会社KSオークラ　株式会社九州オークラ　株式会社埼玉オークラ　株式会社カントウ　株式会社オークラプロダクツ　
株式会社オークラパック香川　株式会社ユニオン・グラビア　株式会社オークラプレカットシステム　株式会社オークラハウス　
オークラホテル株式会社　オークラ情報システム株式会社　大宝株式会社　オー・エル・エス有限会社　大友化成株式会社　大倉産業株式会社　
無錫大倉包装材料有限公司　尤妮佳包装材料（天津）有限公司　OKURA VIETNAM CO., LTD.　中讃ケーブルビジョン株式会社

会 社 概 要
株 式 情 報

株 主メモ

発行可能株式総数 28,021,600株
発行済株式総数 12,414,870株
株主数 14,362名

決算期 毎年12月31日

定時株主総会 毎年3月

株主確定基準日 定時株主総会 12月31日（その他必要があるときは、あらかじめ公告します。）
剰余金の配当 期末配当 12月31日、中間配当を行う場合 6月30日

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号 三井住友信託銀行株式会社

同事務取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目5番33号 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

郵便物送付先 〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

（電話照会先） 電話 0120-782-031（フリーダイヤル）　受付時間 9：00～17：00（土日休日を除く）
取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の本店及び全国各支店で行っています。

公告の方法 電子公告とし、当社ホームページ（https://www.okr-ind.co.jp）に掲載します。
ただし電子公告によることができない事故やその他のやむを得ない事由が生じた場合は、日本経済新聞に掲載します。

上場証券取引所 東京証券取引所 プライム市場

株主名 持株数 持株比率

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 883千株 7.30％
住友化学株式会社 819千株 6.77％
オークラ共栄会 599千株 4.96％
株式会社中国銀行 582千株 4.81％
大倉工業従業員持株会 420千株 3.48％
株式会社百十四銀行 384千株 3.18％
日本生命保険相互会社 375千株 3.10％
住友林業株式会社 315千株 2.61％
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 289千株 2.39％
三井住友海上火災保険株式会社 271千株 2.25％

※�当社は自己株式321,546株を所有していますが、上記大株主から除いています
　持株比率は自己株式を控除して計算しています

代表取締役会長 髙　濵　　和　則
代表取締役社長執行役員 神　田　　進
取締役専務執行役員 福　田　　英　司
取締役常務執行役員 田　中　　祥　友
取締役上席執行役員 植　田　　智　生

※ 取締役（監査等委員） 北　田　　隆
取締役（常勤監査等委員） 長　尾　　誠　司

※ 取締役（監査等委員） 馬　場　　俊　夫
※ 取締役（監査等委員） 飯　島　　奈　絵
※ 取締役（監査等委員） 渡　邉　　洋　一
※ 取締役（監査等委員） 齋　藤　　繁　範

※社外取締役

金融機関など

北海道地方

東北地方
中部地方

中国地方

九州・沖縄地方
近畿地方

四国地方

関東地方

自己株式

外国人

その他
国内法人

合計
12,414

千株

個人・その他

35.1％
4,352千株

0.2％
27千株

0.4％
46千株

3.7％
460千株

6.2％
774千株

1.3％
155千株 6.6％

820千株

30.9％
3,834千株

44.3％
5,499千株

2.6％
321千株

6.4％
800千株

19.1％
2,370千株

36.8%
4,569千株

国外
6.4％

796千株

（自己株式321千株を含む）

会
社
概
要

株 式 の 状 況（2023年12月31日現在）

役 　 員（2024年3月22日現在）

大 株 主（ 上 位10名 ）（2023年12月31日現在）

所 有 者 別 株 式 分 布 状 況（2023年12月31日現在） 地 域 別 株 式 分 布 状 況（2023年12月31日現在）
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